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Market ESG Snapshot 2024 | Japan 
2024 年 10 月  

• MSCI ジャパン Investable Market Index （IMI）構成銘柄の平均 ESG 格付けは、MSCI コクサイ IMI の平

均よりも低い水準にとどまったが、MSCI ジャパン IMI 構成銘柄は、MSCI コクサイ IMI 構成銘柄よりも、過

去 4 年間、業種調整後スコア（IAS）で大きな改善を示した（Exhibit 1）12。 

• IAS の上昇の一因は、MSCI ジャパン IMI の構成銘柄における取締役会構成キーイシュースコアの平均値の改

善率が、同スコアがほぼ横ばいであった MSCI コクサイ IMI との比較で上回っていることである。政府の規制

努力はガバナンスのベストプラクティスへの後押しにつながっているが、遅れた慣行について取締役会の監督

責任を追及しやすい日本における強力な株主権利が平均スコアの上昇にも貢献した可能性がある。 

• バリューチェーン上の GHG 排出量を監視することは、事業者が事業を行っている国で報告された排出量を削

減するために、規制の厳しくない国に事業を移管する状況をとらえるための鍵となるかもしれない。日本企業

は、カテゴリー別のスコープ 3 排出量をその他先進国の企業よりも多く開示しているが、スコープ 1 および 2

排出量の開示比率よりも低いという点においてまだ改善の余地がある。 

Exhibit 1: 日本企業はその他先進国企業よりも ESG スコアの改善度が高い 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
1 別記注記のある場合を除き、本レポートの分析の範囲は 2024 年 8 月 30 日時点での MSCI ジャパン IMI と MSCI コクサイ IMI 

（MSCI ワールド IMI から MSCI ジャパン IMI を除いたもの）となる。（出所）MSCI ESG Research LLC 
2 IAS は、環境、社会、ガバナンスのピラースコアの加重平均を同業他社との比較で調整して算出している。 

詳しくは、ESG 格付けメソドロジー (msci.com)を参照。 

過去 5 年間の ESG 格付け分布 

 

ESG 格付けモメンタム比較（構成銘柄数でみた割合） 
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出所: MSCI ESG Research 2024 年 8 月 30 日付。 

https://www.msci.com/documents/1296102/34424357/MSCI+ESG+Ratings+Methodology_JP.pdf
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ESG 格付けスナップショット 

Exhibit 2: ESG 格付け分布 （2024 年 8 月 30 日付） 

 

 

Exhibit 3: 過去５年間の ESG 格付け分布 

 

備考:「n」は、2024 年 8 月 30 日付の各指数に含まれる発行体数。出所: MSCI ESG Research 
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Exhibit 4: ESG ピラーとテーマスコアの比較 

 

  

  

出所: MSCI ESG Research 2024 年 8 月 30 日付。 
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MSCI ジャパン IMI の構成銘柄の ESG 格付けは、特にガバナンスピラーのコーポレートガバナンステーマにおいて、MSCI コクサイ IMI の平均よりも低かった（Exhibit 2

および 4）。しかしながら、過去 4 年間で、MSCI ジャパン IMI の構成銘柄は、業種調整後スコア（IAS）が+0.9、ガバナンスピラースコアが+1.1 と MSCI コクサイ IMI

の構成銘柄の同時期（IAS が+0.7、ガバナンスピラースコアが+0.8）に比べて大きな改善を示した（Exhibit 5）3。 

Exhibit 5: 2021 年から 2024 年の ESG スコア平均の傾向 

 

出所: MSCI ESG Research 2024 年 8 月 30 日付。 

 
32021 年 3 月には、ESG 格付のカバレッジが MSCI ジャパン IMI に拡大したため、2021 年からの傾向を分析した。 
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2021 年から 2024 年の MSCI ジャパン IMI の構成銘柄におけるコーポレートガバナンステーマの平均スコアの改善（+0.9 ポイント）は、MSCI コクサイ IMI （+0.6 ポイ

ント）を上回った。企業行動テーマスコアでは両インデックスの構成銘柄とも、同じ期間において平均的に同様の変化（+0.8 ポイント）が見られた（Exhibit 6）。 

Exhibit 6: 2021 年から 2024 年のガバナンスピラーのテーマ別、平均スコアの傾向 

 

出所: MSCI ESG Research 2024 年 8 月 30 日付。 

コーポレートガバナンステーマの 4 つのキーイシューのうち、MSCI ジャパン IMI の構成銘柄は、2024 年の取締役会構成キーイシュースコアが 2021 年と比較して+0.6

ポイント改善した一方、MSCI コクサイ IMI 構成銘柄はほぼ横ばいとなった（Exhibit 7）。コーポレートガバナンステーマの 4 つのキーイシューのうち、取締役会構成キ

ーイシューにはキーメトリクスの数が最も多く、テーマスコアへの貢献度が最も大きかった。これは、MSCI ジャパン IMI のコーポレートガバナンステーマの平均スコアの

上昇に寄与した。 

MSCI ジャパン IMI 構成銘柄は、MSCI コクサイ IMI 構成銘柄の平均と比較して、オーナーシップと支配キーイシュースコアが高かった（Exhibit 7）。また、control 

enhancing mechanisms （支配権促進メカニズム）に関連した指標のフラグが付いている企業の割合は、MSCI コクサイ IMI よりも低かった。例えば、Multiple Equity 

Classes with Different Voting Rights （議決権が異なる種類株式）については、MSCI コクサイ IMI の企業の 10.9%に対して、MSCI ジャパン IMI の企業のわずか 0.8%

でしかみられなかった（2024 年 8 月 30 日付）。 
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Exhibit 7: 2021 年から 2024 年にかけてのコーポレートガバナンステーマにおけるキーイシューの平均スコアの推移 

 

 

（注） 報酬キーイシューにおける Executive Pay Disclosure Key Metric のスコアは、2021 年、CEO の報酬は開示されているものの他の執行役員の報酬が開示されていない場合の評価について調整を行った。その結果、

これらの場合の減点は-1.2 から 0.1 に減少した（10 点中）。2022 年 6 月には、会計リスクキーイシューの簡素化と透明性を向上させるための更新が行われた。具体的には、Revenue Recognition, Expense 

Recognition, Asset-Liability Valuation Key Metrics が廃止され、Auditor Independence と Auditor Tenure Key Metrics が取締役会構成キーイシューから会計リスクキーイシューに移された。また取締役会構成キーイ

シューに新たに 4 つのキーメトリクスが追加された。３つのキーメトリクス（No Nomination Committee, Nomination Committee Chair’s Independence と Nomination Committee Independence Key Metrics）は

指名委員会とその独立性を評価する。もう 1 つのキーメトリクスは、他の社外の利害を持つ取締役会の独立性に関するガバナンスリスクを評価するものである。出所: MSCI ESG Research 2024 年 8 月 30 日付。 
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Exhibit 8: セクターごとのトップ・ボトム ESG 格付け企業 （2024 年 8 月 30 日付 MSCI ジャパン IMI 構成銘柄） 

 

 

 

（注） 上記円グラフ（左）は Global Industry Classification Standard （GICS®）4 セクターごとの企業数の割合を示している。トップ・ボトム ESG 格付け企業は、ESG 格付けを決定する業種調整後スコアに基づく。

各 GICS セクターで業種調整後スコアが最も高い 2 社がトップ、最も低い 2 社がボトム企業となっている。 

出所: MSCI ESG Research 2024 年 8 月 30 日付。 

 
4 GICS は、MSCI と S&P Global Market Intelligence が共同で開発した世界産業分類基準である。   
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コーポレートガバナンスに焦点 

コーポレートガバナンス改革を促進するための日本の規制上の取り組みは 2024 年にも継続され、金融庁は 6 月に「コーポレート・ガバナンス改革の実践に向けたアクショ

ン・プログラム 2024」を公表した。金融庁はスチュワードシップコードとコーポレートガバナンスコードを通じた進展を認めつつも、持続可能な企業成長と企業価値の増

大を促進するために、形式より実質に焦点を当てる必要性に引き続き留意した。金融庁のアクション・プログラムは、特に、スチュワードシップ活動、取締役会の実効性、

ディスクロージャー慣行、投資家との対話、サステナビリティを意識した経営等の改善を提唱している5。 

Exhibit 7 で強調されているように、MSCI ジャパン IMI の構成銘柄での取締役会構成キーイシューの平均スコアの改善度は、ほぼ横ばいで推移している MSCI コクサイ

IMI を上回った。政府の規制努力はガバナンスのベストプラクティスへの後押しにつながっているが、遅れた慣行について取締役会の監督責任を追及しやすい日本における

強力な株主権利が平均スコアの上昇にも貢献した可能性がある6。日本における株主権利の保護の一例として、MSCI ジャパン IMI の構成銘柄では Shareholder Rights to 

Convene Meeting と Bylaw Amendments キーメトリクスでフラグがついている企業はない一方で、MSCI コクサイ IMI では 46.6%と 56.1%の構成銘柄に対してそれぞ

れフラグがついている7。また、MSCI ジャパン IMI では 87.3%の構成銘柄が毎年取締役の選任決議を実施しているのに対し、MSCI コクサイ IMI の構成銘柄では 55.8%に

とどまっている。しかし、そうした進歩にもかかわらず、日本は取締役会構成に関連するキーメトリクスにおいて、その他先進国企業に比べ後れをとっている状況が続いて

いる（Exhibit 9）。 

Exhibit 9: 取締役会に関する懸念事項 （MSCI ジャパン IMI vs MSCI コクサイ IMI） 

 
出所: MSCI ESG Research 2024 年 8 月 30 日付。  

 
5「コーポレート・ガバナンス改革の実践に向けたアクション・プログラム 2024」 金融庁、2024 年 6 月 7 日 
62016 年以降、経営陣から独立している取締役が過半数（投資家がベスト・プラクティスとみなすことが多い）を下回っていると指摘されている取締役会の割合は、取締役に相当数の反対票が投じられた取締役会の増加と

ほぼ一致する割合で減少していることがわかった。詳細については以下参照：Nishimura Naoya and Porter Moeko “Have Corporate Reforms in Japan Unlocked Shareholder Value?,” MSCI Research Insight, Mar. 

14, 2024. 
7 Shareholder Rights to Convene Meeting と Bylaw Amendments Key Metric に関する定義については、「MSCI ESG Ratings Methodology: Ownership & Control Key Issue」参照。 

https://www.msci.com/www/blog-posts/have-corporate-reforms-in-japan/04475271078
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投資家の影響力 

議決権行使や株主提案を通じた投資家の圧力の増大は、日本企業におけるガバナンスのベストプラクティスの採用を加速させている可能性がある。歴史的に、日本企業の定

時株主総会（AGM）での投資家の反対は稀であった8。しかし、2024 年の AGM シーズンには、MSCI ジャパン IMI の構成銘柄のうち取締役の選任議案において著しい反対

票をうけた企業数が 2021 年の 34.9%から 42.3%に上昇した。これは MSCI コクサイ IMI の構成銘柄における 40.8%の反対をも上回った。 

2024 年の株主提案データはまだ出そろっていない状況であったが、6 月の総会シーズンで日本の上場企業 91 社が合計 336 件の株主提案を受けた9。これは 2023 年 6 月の

総会シーズンに 90 社から寄せられた 344 件とほぼ同等であった。提案件数が増加しているだけでなく、特に定款変更に関連して焦点が多様化している（Exhibit 10）。 

Exhibit 10: 2021 年から 2023 年までの株主提案の種類別内訳（MSCI ジャパン IMI） 

  

出所: MSCI ESG Research 2024 年 8 月 30 日付.  

 
8Christina L. Ahmadjian and Jaeyong Song, "Corporate Governance Reform in Japan and South Korea: Two Paths of Globalization," Columbia Business School, April 2004. 
9菊地 正俊、「近時のアクティビスト活動と 2024 年 6 月株主総会概観」、マールオンライン、2024 年 8 月 16 日。 
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気候変動に焦点 

2022 年の日本の温室効果ガス排出量は、2013 年の東日本大震災により大半の原

発が停止して以降、過去最低 （11 億 3500 万トン）となった （Exhibit 11）。

2022 年の国内の排出量は、これまでに過去最低の排出量であった 2020 年の

COVID-19 ロックダウン時 （11 億 4200 万トン）よりも 1%減少した。2020

年と 2022 年の間で削減に寄与したのは、ガス生産による排出量が 28%減、農業

による排出量が 24%減、紙生産による排出量が 13%減、家庭部門での排出量が

11%減、ガラス生産による排出量が 9%減、セメント生産による排出量が 8%減

となったことなどが挙げられる10。しかし、2022 年の世界全体の排出量は過去最

高の 580 億トンを記録している。日本国内の排出量についても 2020 年と 2022

年は共に「国が決定する貢献 （NDC）」に基づく排出の軌道を上回っている。一

部の専門家は、先進国市場からの排出量削減は、先進国よりも規制が厳格でない

新興国市場において、鉄鋼、ガラス、セメントなど炭素集約型の生産を国内事業

者からサプライヤーに委託（アウトソース）することによってもたらされる可能

性があると主張している11。企業のバリューチェーンの排出量を監視すること

は、そうした状況を回避するための鍵となる。先進国の同業他社に比べて、カテ

ゴリー別のスコープ 3 の排出量を開示している日本企業の割合は高いが、スコー

プ 1+2 の排出量開示に比べるとまだ低く、開示には改善の余地が残されている 

（Exhibit 12）。

Exhibit 11: 報告された GHG 排出量と NDC に基づく予測  

 

（注）NDC に基づく排出削減経路は、NDC 目標達成のために日本が 2013 年から 2017 年の間に年

3.6%の削減を行うことを仮定している。この年間削減率は、基準年である 2013 年の 1,407 MtCO2e

から 2030 年目標の 760 MtCO2e まで毎年均等に温室効果ガス排出量を削減するという仮定に基づいて

いる。出所：国立環境研究所, MSCI ESG Research（2024 年 9 月 12 日付） 

Exhibit 12: 2020 年度～2022 年度のスコープ 1,2,3 排出量開示 

 

出所：CDP, MSCI ESG Research（2024 年 9 月 12 日付） 

 
10国立環境研究所「国立 GHG インベントリ文書（NID）」、2024 年 4 月 12 日 

11Dieter Helm, "Net Zero: How We Stop Causing Climate Change" Sep. 3, 2020. 
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注:2019 年と 2023 年の低炭素特許申請の CAGR が最も高かった MSCI ジャパ

ン IMI の上位 10 社には、加藤産業、三共、平和株式会社、セガサミー、日本た

ばこ産業のような一般消費財セクターおよび生活必需品セクターの企業が含まれ

ている。これらの企業は、一般的に低炭素技術を開発する企業として認識されて

いないかもしれないが、同企業によって出願された特許には、Y02E60/00 の共

同特許分類 （CPC） コードが割り当てられたエネルギー貯蔵技術が含まれてい

た。 

Y02E60/00 の CPC コードは、「クリーンエネルギー関連技術: 温室効果ガス排

出削減に潜在的・間接的に寄与する技術」を示している。例えば、上記のエネル

ギー貯蔵技術は、その意図した用途以外の他の分野で利用することが可能であ

り、GHG 排出を緩和するのに役立つことを示している。これらの特許技術は、

気候変動を緩和するために利用することを意図したものではなかったかもしれな

いが、それに寄与する可能性がある。 

また、実体経済の脱炭素化は、産業がイノベーションを通じて排出量を削減する

ことにかかっているとも言える12。発行体レベルでは、日本企業はその他先進国

企業よりもクリーンテックの推定売上高が平均して高いことがわかった （およそ

USD 380 v 370 million） （Exhibit 13）。低炭素特許出願数の複利年成長率 

（CAGR） を、研究開発 （R&D） のスピードの代理変数として使用した場合、

日本企業はその他先進国企業よりもクリーンテックの R&D のスピードを加速し

ていることがわかった （およそ 14% v 6%）。ただし、日本企業は、次の二種

類の企業に大きく分かれている。それは、クリーンテック・ソリューションを大

規模に収益化したものの R&D のスピードが劣る企業と、クリーンテック・イノ

ベーションを加速させたものの、研究開発を収益化できていない企業である。例

えば、トヨタ、ホンダ、大和ハウスは、クリーンテック・ソリューションを大規

模に収益化してきた日本企業の上位 3 社に入るが、研究開発のスピードは国内企

業の平均値と同等かそれ以下である。また、三共、OBIC、加藤産業は、クリーン

テックの研究開発のスピードを加速させた日本企業の上位 3 社であるが、同社の

クリーンテック・イノベーションを収益化することが課題となっている。MSCI

ジャパン IMI の 3%にあたる 28 社の日本企業が、国内他社と同等かそれ以上に

研究開発のスピードを加速させ、より大きな売上高をクリーンテックから得てい

る。大和ハウス、スズキ、JR 東日本、クボタ、住友電工は、同 28 社の中でクリ

ーンテックの売上高が上位 5 位に入る。レンゴー、三和、積水化学、LIXIL、フ

ァナックは同 28 社の中で研究開発が上位 5 位に入る。 

Exhibit 13: クリーンテック開発・展開のスピードと規模 

 
出所: MSCI ESG Research 2024 年 9 月 12 日付 

 
12Craig A. Hart, Climate Change and the Private Sector: Scaling Up Private Sector Response to Climate Change （Routledge, 2013）. J. Doerr, "Speed and Scale: An Action Plan for Solving Our Climate 

Crisis Now," November 2021 も参照。 
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ESG 不祥事に焦点 

MSCI ジャパン IMI 構成銘柄のうち、黄色のフラグあるいはそれを下回るフラグがつけられた不祥事がある企業の割合は、MSCI コクサイ IMI および MSCI Emerging 

Markets IMI よりも低かった（同割合は３つの指数でそれぞれ 10%、21%、17%）（Exhibit 14）13。また、1 社あたりの不祥事件数も MSCI ジャパン IMI は他 2 つのイ

ンデックスと比較して少なかった（Exhibit 15）。 

Exhibit 14: 不祥事の深刻度別に見た企業の割合 

 

出所: MSCI ESG Research 2024 年 9 月 12 日付。 

Exhibit 15: 深刻度別に見た 100 社あたりの ESG 不祥事件数 

 

出所: MSCI ESG Research 2024 年 9 月 12 日付。

3 つのインデックスすべてについて、最も多くの不祥事が Customers サブピラー（製品安全品質、反競争的慣行などの問題をカバー）の下にあったが、MSCI ジャパン IMI

は、全体的に不祥事の数が少ないにもかかわらず、MSCI Emerging Markets IMI の構成銘柄（Exhibit 16）よりも同ピラーの下に多くの不祥事があった（Exhibit 15）。

Customers サブピラー下にある 6 つのテーマ指標のうち、MSCI ジャパン IMI 構成銘柄では製品安全品質テーマ指標の件数が全体で最も多かった（Exhibit 17）。MSCI ジ

ャパン IMI では、製品安全品質テーマ指標に分類された不祥事の約 61%が一般消費財・サービス GICS セクターに分類された企業で、次いで資本財・サービスが 15%、ヘ

ルスケア企業が 10%となっている。製品安全品質に関連するいくつかの不祥事は過去 3 年以内にとらえられた新たな案件であり、その中にはデータ改ざんの疑いによる企

 
13各 ESG 不祥事案件は、社会や環境への影響度に応じて、非常に深刻、深刻、中程度、軽度のいずれかで評価される。各 ESG 不祥事案件は、深刻度、企業が同案件で果たしている役割、および是正と解決の状況の組み合

わせに基づいて、スコアと関連する色分けされたフラグで評価される。赤色のフラグは、企業が 1 つ以上の非常に深刻な継続中の不祥事に直接関与していることを示す。オレンジのフラグは、ある企業が、1 つまたは複数

の非常に深刻な不祥事に直接関与することに関連して、利害関係者の懸念をすべてではないがほとんど解決したこと、または 1 つまたは複数の非常に深刻な不祥事に間接的に関与したこと、または 1 つまたは複数の深刻な

不祥事に直接関与したことを示す。黄色のフラグは、ある企業が、1 つまたは複数の非常に深刻または深刻な終結した不祥事に関与したこと、または１つまたは複数の直接的な関与が疑われる深刻な不祥事あるいは間接的

に関与している１つまたは複数の非常に深刻な不祥事に関連してステークホルダーの懸念の少なくとも一定程度を解決したこと、または 1 つまたは複数の深刻な不祥事に間接的に関与したこと、または 1 つまたは複数の中

程度の不祥事に直接関与したことを示す。緑色のフラグは、企業が関わる不祥事の深刻度が低いか不祥事が全くないかのいずれかであることを示している。全社レベルのスコアは、一般的に、企業が関与する最も低いスコ

アの不祥事に基づいて決定される。MSCI ESG 不祥事評価の詳細については、Methodology - ESG Controversies and Global Norms - MSCI 参照。 

https://support.msci.com/support/esg-methodology/esg-controversies-and-global/02306826790
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業倫理に関連するものもあり、財務的な影響も一部指摘できる（Exhibit 18）。自動車会社のデータ改ざん不祥事は、従業員が問題を組織内の上位レベルにあげることを妨

げる企業文化を示唆するかもしれない。これは、納期対応のプレッシャーとあいまって、製品の品質やコンプライアンスに影響を与える可能性がある14。 

Exhibit 16: サブピラーあたりの深刻度別に見た 100 社あたりの ESG不祥事件数 

 

 

Exhibit 17: テーマ別指標ごとの深刻度別に見た Customers サブピラー下での ESG 不祥事の累積件数（MSCI ジャパン IMI） 

  

 
14豊田自動織機の特別調査委員会の調査報告書（2024 年）では、日程の厳しさに関わる問題を上申できない企業風土が不祥事の背景にあると指摘されている。また、日野自動車の特別調査委員会の調査報告書（2022）で

は、データ改ざんの背景の 1 つとして、トップダウンの文化と開発スケジュールの厳しさが指摘されている。 

出所: MSCI ESG Research 2024 年 9 月 12 日付。 

出所: MSCI ESG Research 2024 年 9 月 12 日付。 
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Exhibit 18:  2022 年から 2024 年にかけて MSCI ESG Research が捕捉した製品安全品質に関する黄色あるいはそれを下回るフラグがついた ESG 不祥事 

証券コード 企業名 GICS セクター 案件タイトル概要 捕捉した年 フラグ/評価 財務的な影響の例 

6201 豊田自動織機 
資本財・サービ

ス 

日本:フォークリフト用ガソリン・ディーゼルエンジンの排出ガス試験結果の改ざん

に関する調査；安全性に関わる報告なし、リコール公表 
2023 

黄色/ 

中程度 
生産停止等により 2023 年度に特別損失

490 億円 
日本:必要なトルク値を達成するためのエンジン試験結果改ざんに関して国土交通省

の調査；負傷者の報告なし 
2024 

黄色/ 

中程度 

4967 小林製薬 

生活必需品 栄養補助食品[リコール、日本]:サプリメントの紅麹菌成分が腎臓の問題や他の健康

問題に結びつく可能性 
2024 

オレンジ/ 

非常に深刻 

リコール等により 2024 年度上期に特別損

失 77 億円 

6702 富士通 

情報技術 英国: Horizon IT システムで疑われるバグが会計上の誤りや 900 人を超える郵便

局の従業員の冤罪につながった 
2024 

黄色/ 

深刻 

 

7211 三菱自動車 

一般消費財・サ

ービス 

米国ペンシルベニア州: 陪審員は、事故で負傷した自動車所有者に 9 億 7700 万米

ドルを支払うよう命じたが、同社は控訴の見込み15 
2023 

黄色/ 

中程度 

 

7261 マツダ 

一般消費財・サ

ービス 

米国フロリダ州:息子の死亡につながった可能性のある製品設計の欠陥の疑いについ

て、被害者の両親が提訴 
2023 

黄色/ 

中程度 

 

7267 ホンダ 

一般消費財・サ

ービス 

American Honda Motor（米国）:2017 年の車両事故で運転者の死亡事故につなが

った設計不良疑惑訴訟について、判事から行政事件終結命令 
2022 

黄色/ 

中程度 

 

7205 日野自動車 

資本財・サービ

ス 

日本:115,526 台の車両に影響を及ぼす排出データ改ざん疑惑に関する当局調査；

安全性に関わる報告なし 
2022 

黄色/ 

中程度 

補償金等で 2022 年度は 900 億円、2023

年度は 240 億円の特別損失 

9006 京浜急行電鉄 

資本財・サービ

ス 

日本:京急百貨店で販売したウナギを食べたことによる健康被害（１名死亡、約 150

名体調不良）について横浜市保健センターが調査 
2024 

黄色/ 

中程度 

 

7203 トヨタ自動車 16 

一般消費財・サ

ービス 
日本:国土交通省によるトヨタ車、ダイハツ車の安全試験改ざん疑惑調査 2023 

黄色/ 

中程度 

2024 年 6 月～9 月、トヨタ車 3 車種の製

造停止 17 

 
15 同案件は継続中のため補償額はまだ決定していない。16 トヨタ自動車の関連会社であることから、トヨタ自動織機と日野自動車のデータ改ざん案件もトヨタ自動車にもマッピングされている。17「トヨタ不正 3 車種、4

日夜に生産再開 ヤリスクロスなど」、2024 年 9 月 5 日、Nikkei。出所： MSCI ESG Research、Nikkei、企業開示（2024 年 9 月 12 日付） 
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発行体コミュニケーション動向 

発行体とのコミュニケーションはグローバル全体として増加し続けているが、日本企業は最も高い比率を示している。 

Exhibit 19: 発行体とのやりとりの割合 

 

（注）やりとりのあった企業の割合は、該当する MSCI 指数に属する企業のうち、ある年に MSCI とコンタクトのあった企業の割合であり、積極的な発行体エンゲージメントの 1 つの尺度である。MSCI ESG Research は

調査票やアンケートを送付していない。MSCI ACWI Index（n=2840）は大・中型株をカバーしている；MSCI EM （Emerging Markets）Index（n=1375）、MSCI World Index （n=1465）、MSCI Japan Index 

（n=225）。World とは、グローバル市場ではなく、特に先進国市場を指す。MSCI ACWI IMI（n=8977）は大・中・小型株をカバーしている；MSCI EM （Emerging Markets） IMI（n=3351）、MSCI World IMI

（n=5626）、MSCI Japan IMI （n=1088）。大型株は、中・小型株よりも頻繁にエンゲージメントを行っていた。 

出所: MSCI ESG Research 2023 年 12 月 31 日付。 
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